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書籍注文書

             ・自社に有利な条件を引きだす交渉の駆け引き、そして「落としどころ」とは！

             ・トラブル事例から学ぶ！「絶対に見落としてはいけない」契約の最重要ポイント！

国内外メーカー、大学、公的研究機関との
ライセンス・アライセンス契約･交渉の実務ノウハウ
・体裁／B5判・368頁　　　・発行／2006年11月　　　・定価／90,300円(税込み)

 ★契約・交渉における様々な経験から練り上げられたプロフェッショナル達の「成功ノウハウ」を一挙公開！

執筆者（執筆順）

■お申し込み先■            〒399-0732
株式会社　マイクロジェット　　長野県塩尻市大門5-79-2
書籍販売グループ                TEL：0263（51）1734

本書のポイント

◆こんな悩みを解決するヒントが「ギッシリ」詰まっています

◎契約・交渉はノウハウの世界！決して表には出てこない「勝利の方程式」を伝授！
  ［ライセンス契約］
aaa・交渉チームにはどういう人を選ぶべきか？
aaa・技術ノウハウを第三者にライセンスする場合、その対価はどれくらいが妥当なの？
aaa・技術導入の際、なんでも反対する自社内の抵抗勢力をどのように説得する？
aaa・自社技術を使った製品の「質」の管理や、ノウハウの漏洩を防ぐためにはどうすればいい？
aaa・中途解約の場合、どんなトラブルが多い？特に気をつけるところはどこ？

   ［共同研究・委託研究］
aaa・友好的な関係だけに、角の立つような契約規定を盛り込めない・・
aaa・秘密保持契約書・誓約書にはどんな内容を盛り込むべき？
aaa・大学との共同研究において学会での発表、教官の異動、学生の就職先等にどう対応する？
aaa・教官に対価が支払われたらワイロ？
aaa・不実施補償をどう考えればよいか？
aaa・外国との共同研究で気をつける点は？
 
◎「知らなかった」では決して済まされません！
aaa★自社に著しく不利な契約を結んでしまった！ 　★莫大な違約金を請求された！
aaa★ノウハウが流出している！　　 ★産業スパイとして拘留された・・・



構成および内容
第1章 ライセンス契約・交渉の戦略的な進め方     1.2.1 研究開発費等の節約   3.5 秘密情報の帰属の保証      2.2.3 新しい試み
 第1節 企業理念・戦略とライセンス活動     1.2.2 研究開発期間の短縮   3.6 秘密保持義務・管理義務    3. シーズとニーズのマッチング方法
1. ライセンス・アライアンスの重要性     1.2.3 権利侵害対策   3.7 秘密保持義務を負う当事者の監督責任     3.1 企業から大学へのアプローチ
  2. なぜﾗｲｾﾝｽ契約をしようとするのか(契機・目的)   2. ライセンスの対価の種類  4. スタッフとの秘密保持契約の締結時期     3.2 大学から企業へのアプローチ
   2.1 ライセンシーの立場からの主要因    2.1 実績を考慮しない対価  5. パートナーに対する情報管理義務    4. 共同研究契約、受託研究契約の実際
   2.2 ライセンサーの立場からの主要因　　    2.2 実績を考慮した対価  6. 成果物の帰属     4.1 研究テーマ
  3. 企業理念・戦略に基づくライセンス     2.2.1 出来高払いロイヤルティ  7. 返還・償却規定     4.2 受入れ金額と、契約後のフォローなど
   3.1 ライセンス・イン     2.2.2 定額払いロイヤルティ  8. 第三者との競合禁止     4.3 学生の関与
    3.1.1 ライセンス・インポリシー   3. ライセンスの対価の算定方式と関連する諸問題  9. 補償条項/サンクション条項     4.4 発明の帰属と出願費用
    3.1.2 ライセンス・インを阻む要因    3.1 ライセンスの対価決定のファクター 第7章 共同研究・委託研究における     4.5 不実施補償の問題
   3.2 ライセンス・アウト    3.2 適正なロイヤルティ率                                 発明成果物の帰属  [6] 山口大学における共同研究・委託研究の
    3.2.1 ライセンス・アウトポリシー    3.3 事情変更とロイヤルティの見直し 1. 成果管理の方法       取り組み、進め方と課題
    3.2.2 自己実施とライセンス・アウトの利害損失    3.4 ライセンスの対価と独占禁止法  1.1 知的資産管理の体系   1. 大学の社会的責任と産学連携
 第2節 ライセンス交渉は人がする   4. ライセンスの対価に関する実務上の問題点   1.1.1 知財アウトカム・ロジック   2. 共同研究契約と大学の研究開発コスト
  1. 交渉の成功・不成功はﾈｺﾞｼｴｰﾀｰの資質で左右    4.1 ロイヤルティベース   1.1.2 知財パッケージのプロセス管理   3. 原則を踏まえた多様な契約締結の必要性
  2. 望ましいライセンス担当者の資質と能力    4.2 ミニマムロイヤルティ  1.2 アウトカム・ロジックの基本   4. 共同研究契約の基本的考え方
  3. 交渉チームの編成  第6節 重要なライセンス契約条項   1.2.1 インカム・ロジックの限界  [7] 九州大学における組織対応型産学連携
  4. ライセンス交渉における望ましい態度・行動   1. ライセンス契約書の項目、構成   1.2.2 アウトカムからインカムの連動       の紹介
 第3節 ライセンス交渉の流れと各ステージに    1.1 ライセンス契約書の項目  1.3 知財パッケージと帰属関係   1. 九州大学での産学連携に関する取組み
          おける留意点    1.2 ライセンス契約書の構成   1.3.1 構成要素   2. 九大の組織対応型連携とは何か
  1. ライセンス交渉の流れ   2. ライセンス契約書作成の実際   1.3.2 帰属の構造    2.1 組織対応型連携の背景
  2. 各ステージにおける留意点    2.1 契約書作成の流れ   1.3.3 帰属の変化    2.2 組織対応型連携の仕組みとその運用
第2章 ロイヤリティ決定交渉の戦略的進め方と    2.2 契約書作成にあたっての注意事項 2. 成果帰属リスクの予防策    2.3 組織対応型連携の特徴
                                              交渉の実務    2.3 ライセンス契約書作成の手順  2.1 予防的対応   3. 九大における組織対応型連携の現状
 第1節 ロイヤリティ決定交渉の戦略的進め方    2.4 基本的チェックポイント   2.1.1 発生リスクの最小化    3.1 組織対応型連携の実績
      ～特許/技術ノウハウライセンスを例として～   3. ライセンス契約の主要条項   2.1.2 発生リスクの共有化    3.2 組織対応型連携の事例紹介
  1. ロイヤリティ決定交渉について    3.1 当事者  2.2 基本点検項目     3.2.1 日産化学工業との連携
   1.1 交渉とは    3.2 ライセンスの対象   2.2.1 点検項目の構成     3.2.2 同仁化学研究所との連携
   1.2 価値の多面性    3.3 ライセンスの種類 3. 成果帰属と価値評価の表裏関係    おわりに
   1.3 合理的対価とは    3.4 ライセンスの範囲について  3.1 評価局面と適正化ルール  [8] 理化学研究所における共同研究・委託研究
   1.4 ロイヤリティを求め決定する交渉とは    3.5 対価  3.2 評価者の権限       の進め方と課題
   1.5 特許と技術ノウハウの特質    3.6 制限規定 第8章 大学・公的研究機関からみた企業との   1. 理化学研究所の歩み
  2. ロイヤリティ要求方式の選択  第7節 ライセンス契約と独占禁止法           共同研究・委託研究の取組み、進め方   2. 理研知的財産戦略センター
   はじめに   1. 契約自由の原則に対する独占禁止法による [1] 東北大学における共同研究･受託研究の   3. 理研の共同研究
    2.1 代表的要求方式       規制の内容      上手な進め方と課題   4. 融合的連携研究プログラム
     2.1.1 純枠特許ライセンス(一方向)    1.1 規制の概要  1. 東北大学の産学連携におけるポリシー   5. 理研ベンチャー
     2.1.2 ノウハウ+特許ライセンス(一方向)    1.2 知的財産権と独占禁止法第21条  2. 国立大学法人化後の共同研究契約等に   6. ＶＣＡＤシステム研究プログラム
     2.1.3 純枠特許ライセンス(双方向)   2. ライセンス契約に対する独占禁止法の適用      関連して発生した問題   7. 今後の課題
     2.1.4 技術ノウハウ+特許ライセンス(双方向)    2.1 ｢不当な取引制限」規定の適用   2.1 職務発明の機関帰属に関連した問題 第9章 海外メーカーとのライセンス契約
    2.2 出願中特許、登録特許、特許ファミリー    2.2 ｢私的独占」規定の適用   2.2 知的創造サイクルに関連した問題  第1節 海外メーカーとのライセンス契約
    2.3 ｷﾞﾛﾁﾝ特許ライセンスとﾗｲﾌﾀｲﾑ特許ライセンス    2.3 ｢不公正な取引方法」規定の適用  3. 東北大学における問題解決に向けた対応   [1] 米国
    2.4 技術ノウハウのギロチンライセンス  第8節 ライセンス契約書文例   3.1 研究契約書雛形の改訂    1. 綿密な事前準備
   3. 交渉相手へのアプローチ方法とタイミング 第4章 知的財産ライセンスの特徴および   3.2 知財の帰属および活用における    2. 交渉の順序
    3.1 自己の分析/交渉相手の分析                      ライセンス契約における留意事項         柔軟な考え方    3. ライセンスの前提条件
     3.1.1 特許/技術ノウハウ自体の視点 ～ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ産業を主体としてﾗｲｾﾝｽ契約    3.2.1 帰属に関する原則ルール     3.1 ライセンスに関する条約および日米の法規
     3.1.2 技術動向の視点 　　　　　　　作成手順、契約条項にも触れながら～    3.2.2 帰属および活用における柔軟な措置     3.2 安全保障のための貿易管理
     3.1.3 ビジネスとしての視点  はじめに   3.3 早期締結に向けた研究契約業務の仕方の     3.3 ライセンスに関する考え方の相違
    3.2 ボトムライン検証   1. ライセンスの位置付け         見直しと産学連携モデルの企画     3.4 ライセンスの目的
    3.3 言い値とボトムライン   2. ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ産業におけるライセンス契約について    3.3.1 円滑な研究契約の締結     3.5 ライセンスの態様に基づく考慮事項
    3.4 言い値の提示    2.1 製品構造から見たエレクトロニクス企業    3.3.2 新しい産業連携モデルの企画   [2] 中国
     3.4.1 言い値/枠組み          における特徴について  4. 今後の課題    1. 技術輸出入の規制
     3.4.2 指示タイミング    2.2 ライセンス活動から見たエレクトロニクス産業の [2] 東京工業大学における共同研究・委託     1.1 技術輸出入に関する法則
   4. ロイヤリティ決定交渉での駆け引き          特徴と課題 24）      研究の取り組み、進め方と課題     1.2 技術輸出入の基本的なルール
    4.1 言い値をめぐる駆け引き    2.3 ライセンス契約の構成と交渉手順  はじめに     1.3 技術輸入の具体的な規制
    4.2 ロイヤリティ支払い方式をめぐる駆け引き   3. ﾗｲｾﾝｽ契約において留意すべき具体的な内容   1. 共同研究契約書、受託研究契約書     1.4 中国への技術輸入規制に関する留意事項
    4.3 ギロチンライセンスをめぐる駆け引き    3.1 保証と損害賠償       雛形の骨子    2. 技術ライセンス契約の内容に対する規制
    4.4 状況分析の重要性     3.1.1 【参考例45)】    1.1 共同研究契約における知的財産権の管理:     2.1技術輸出入管理条例 
  5. ロイヤリティの決定    3.2 最恵待遇について  (機関帰属原則、権利化、単願と共願、外国出願)     2.2 契約の内容に関する留意事項
   5.1 ロイヤリティの要求から決定まで   4. 日本企業がライセンス交渉を優位に     1.1.1 発明者主義と機関帰属原則    3. その他の留意事項
   5.2 交渉代の現出       進めるための方策     1.1.2 単独発明と共同発明     3.1 ロイヤルティーに対する課税
   5.3 交渉代の現出方法    4.1 ライセンス契約を優位にまとめるための要因     1.1.3 発明の権利化     3.2 供与技術の秘密保持
   5.4 ロイヤリティの決定  結語     1.1.4 外国出願     3.3 契約の準拠法
  6. 戦略的進め方 第5章 共同研究・委託研究と契約実務    1.2 共同研究契約における知的財産権の活用;     3.4 紛争解決条項
 第2節 ロイヤリティ交渉の実務  第1節 総論        独占的実施と実施許諾、専用実施権の設定、 第2節 海外メーカーとの共同研究契約
  1. ロイヤリティ交渉チャンネル   1. いろいろな委託研究・共同研究・開発委託        譲渡、実施料   [1] 米国
  2. グループ交渉   2. 委託研究・共同研究・開発委託の法的性質と     1.2.1 独占的実施と第三者実施許諾    1. 共同研究開発を始める前に
   2.1 社内関係部門       重要な契約条件     1.2.2 専用実施権の設定、譲渡、実施料     1.1 共同研究開発戦略の策定
   2.2 社外関係部門    2.1 委託研究契約    1.3 共同研究契約における秘密保持と     1.2 保有技術の整理
   2.3 交渉チーム    2.2 共同研究契約          成果の発表     1.3 共同研究開発の形態
   2.4 決定機構    2.3 開発委託契約    1.4 受託研究契約について     1.4 共同研究開発における類型
  3. ロイヤリティ交渉の理論と実戦    2.4 企業で行われる委託研究、共同開発、     1.4.1 知的財産権の管理:(機関帰属原則、     1.5 共同研究開発に関係する主な法規
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